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今号の紙面 ○ 消費税増税の影響、野田首相も承知?! 
○減価償却制度の改正 ○税理士コラム（松谷） 

○がん保険の見直し ○エコカー補助金復活 
○保険料率が改定 ○顧問先様ご紹介  ○Ｑ＆Ａ 

指針 
 
 

京阪総合会計事務所通信 
 税理士 疋田 英司 

税理士 中冨  強 
税理士 松谷 正俊 

基本理念 納税者の権利と利益の擁護 

4 月の税務・労務 
2 月決算法人の確定申告 
8 月決算法人の中間申告 

4 月中の 
決算応答日 

 
 

5,8,11 月決算法人の消費税中

間申告（年税額 400 万円超）

・社会保険料・児童手当拠出金

（3 月分）の納付期限 
 

5 月 1 日(火) 
･源泉所得税、特別徴収税額 

(3 月分）の納付期限 
 

4 月 10 日(火) 
･軽自動車税、固定資産税（都

市計画税）の納付 
市町村の条例

で定める日 
･固定新課税台帳の縦覧期間 4月 1日～20日 

4 月の行事・業務案内 

6(金) 春の全国交通安全運動 
7(土) 世界保健デー 

16(月) 土用 
20(金) 郵政記念日 
29(日) 昭和の日 
30(月) 振替休日 

当事務所が行っている業務 
税務申告作成／税務経理相談／決算節税対策 

／税務調査立会い／記帳代行業務／給与計算／

／会計ソフト導入支援／保険相談／資金調達相

談／経営相談／経営計画作成／起業支援／事業

承継支援／相続対策／相続手続き代行／成年後

見人／その他 弁護士・司法書士・社会保険労務

士・行政書士・中小企業診断士と業務提携 

 
消
費
税
増
税
反
対
の
署
名
に
ご
協
力
い
た
だ
き
あ
り
が
と
う
ご

ざ
い
ま
し
た
。
消
費
税
増
税
法
案
が
閣
議
決
定
さ
れ
、
今
後
は
国

会
で
の
法
案
審
議
に
入
り
ま
す
。
お
預
か
り
し
た
み
な
さ
ん
の
署

名
は
国
会
に
持
参
し
、
増
税
は
困
る
こ
と
を
訴
え
て
ま
い
り
ま
す
。

 

景
気
条
項
の
取
り
扱
い
が
カ
ギ
か
？ 

 

国
会
で
は
消
費
税
増
税
が
景
気
に
与
え
る
影
響
の
大
き
さ
が
焦

点
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
景
気
条
項
の
取
り
扱
い
が
焦

点
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
消
費
増
税
が
景
気
に
与
え
る

影
響
は
大
き
い
と
い
う
こ
と
が
認
識
さ
れ
、
今
後
は
そ
の
具
体
的

な
数
値
が
議
論
の
中
心
に
な
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。
将
来
の
社

会
保
障
財
源
確
保
の
た
め
に
増
税
が
必
要
な
の
は
わ
か
り
ま
す

が
、
消
費
税
は
本
当
に
適
し
た
財
源
な
の
で
し
ょ
う
か
。 

 

国
会
で
議
論
さ
れ
て
い
る
よ
う

に
、
国
内
消
費
が
冷
え
込
ん
で
い
る

中
で
、
消
費
税
が
ア
ッ
プ
す
れ
ば
消

費
は
冷
え
込
ん
で
し
ま
い
ま
す
。
こ

れ
は
税
率
３
％
か
ら
５
％
に
な
っ

た
時
に
経
験
済
の
こ
と
で
す
。 

 

野
田
首
相
の
責
任
は 

  

と
こ
ろ
で
、
平
成
17
年
本
会
議

で
民
主
党
の
野
田
幹
事
長
（
当
時
）

が
国
会
の
代
表
質
問
で
、
こ
ん
な
質

問
を
し
ま
し
た
。 

 

「
消
費
税
を
上
げ
、
医
療
費
を
引
き
上
げ
、

定
率
減
税
を
引
き
下
げ
て
、
風
邪
か
ら
治
り

か
け
て
い
た
日
本
経
済
を
肺
炎
に
し
て
し

ま
い
ま
し
た
。」 

野
田
氏
は
小
泉
首
相(

当
時)

が
行
お
う
と
し
て

い
た
増
税
に
対
し
て
、
同
じ
過
ち
を
す
る
の
か
と

つ
め
よ
り
ま
し
た
。 

金
融
広
報
中
央
委
員
会
の
貯
蓄
動
向
調
査
に
よ

れ
ば
、
16
年
前
に
約
８
％
だ
っ
た
貯
金
な
し
世
帯

が
、
昨
年
30
％
に
ま
で
上
昇
し
て
い
ま
す
。
肺
炎

状
態
の
日
本
経
済
が
ど
う
な
る
か
。
国
自
体
の
自

殺
行
為
で
は
と
も
言
わ
れ
て
い
ま
す
。 

消費税増税反対署名へのご協力 

ありがとうございました 

消
費
税
増
税
は
、
こ
の
国
の
自
殺
行
為 

署
名
ま
だ
の
方
、
今
か
ら
で
も
間
に
合
い
ま
す
。
ぜ
ひ
、
お
寄
せ
く
だ
さ
い 
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【図 1】 定 率 法 償 却 率 

耐用 

年数 

H19 年

3/31 

以前取得 

Ｈ24 年

3/31 

まで取得 

H24 年 4/1 

以後取得 

定額法 

（参考） 

2 0.684 1.000 1.000 0.500 

3 0.536 0.833 0.667 0.334 

4 0.438 0.625 0.500 0.250 

5 0.369 0.500 0.400 0.200 

6 0.319 0.417 0.333 0.167 

7 0.280 0.357 0.286 0.143 

8 0.250 0.313 0.250 0.125 

9 0.226 0.278 0.222 0.112 

10 0.206 0.250 0.200 0.100 

政
治
不
信
と
税
金 

 
 
 
 
 
 
 
 

松
谷 

正
俊 

 

民
主
党
・
野
田
首
相
が
消
費
税
率
ア
ッ
プ
に
、

ま
さ
に
血
マ
ナ
コ
に
な
っ
て
い
る
。
党
内
に
強
い

異
論
が
あ
る
に
も
拘
ら
ず
で
あ
る
。
野
党
で
あ
る

自
民
党
も
、
消
費
税
ア
ッ
プ
に
は
賛
成
で
あ
る
に

も
拘
ら
ず
、
民
主
党
政
権
引
き
ず
り
落
と
し
の
た

め
に
「
民
主
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
違
反
」
を
タ
テ

に
国
民
に
は
分
か
り
に
く
い
反
対
ポ
ー
ズ
を
示

す
。
公
明
党
は
そ
の
間
に
あ
っ
て
、
表
面
に
は
反

対
の
ポ
ー
ズ
。
し
か
し
タ
テ
マ
エ
と
ホ
ン
ネ
の
違

い
も
見
え
か
く
れ
す
る
。 

 

消
費
税
導
入
の
時
、
当
時
の
自
民
党
政
権
は

「
高
齢
化
社
会
に
対
応
す
る
た
め
」
と
国
民
に
説

明
し
た
。
善
良
な
お
年
寄
り
を
中
心
と
し
た
国
民

は
そ
れ
を
信
じ
た
。 

 

こ
の
期
待
は
裏
切
ら
れ
、
消
費
税
は
法
人
税
と

高
額
納
税
者
の
減
税
に
消
え
て
い
っ
た
。 

 

今
野
田
首
相
は
「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改

革
」
の
名
の
も
と
に
消
費
税
率
ア
ッ
プ
を
狙
う
。

こ
の
大
義
名
分
は
本
当
に
信
頼
で
き
る
の
だ
ろ

う
か
。
た
だ
、
消
費
税
率
が
１
０
％
に
な
れ
ば
、

当
事
務
所
の
少
な
く
な
い
顧
問
先
が
消
費
税
倒

産
に
陥
る
だ
ろ
う
こ
と
は
間
違
い
な
い
。 

２
５
０
％
定
率
法
に
よ
り
償
却
す
る
こ
と
が
で
き
る
特

例
が
措
置
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
特
例
は
任
意
に
選
択

す
る
こ
と
が
出
来
、
事
前
に
税
務
署
へ
の
届
出
の
必
要

は
あ
り
ま
せ
ん
。 

一
方
で
、
平
成
19
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
24
年
３
月

31
日
ま
で
の
間
に
取
得
し
た
減
価
償
却
資
産
を
２
０

０
％
定
率
法
へ
変
更
す
る
こ
と
も
出
来
ま
す
。
こ
の
適

用
を
受
け
る
場
合
は
一
定
の
事
項
を
記
載
し
た
届
出
書

を
平
成
24
年
４
月
１
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
確
定
申

告
書
の
提
出
期
限
（
平
成
24
年
７
月
決
算
期
の
場
合
、

提
出
期
限
は
平
成
24
年
９
月
30
日
）
ま
で
に
提
出
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
こ
の
適
用
を
受
け
る
場
合

は
、
２
５
０
％
定
率
法
の
適
用
を
受
け
て
い
る
全
て
の

減
価
償
却
資
産
が
対
象
と
な
り
ま
す
。 

資
本
的
支
出
を
行
っ
た
場
合 

 
平
成
19
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
24
年
３
月
31
日
ま

で
の
間
に
取
得
さ
れ
た
減
価
償
却
資
産
に
資
本
的
支
出

を
行
っ
た
場
合
、
旧
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
２
５

０
％
定
率
法
を
行
い
、
こ
の
旧
減
価
償
却
資
産
に
対
し

て
平
成
24
年
４
月
１
日
以
後
に
行
っ
た
資
本
的
支
出
は

２
０
０
％
定
率
法
に
よ
り
償
却
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま

す
。 な

お
、
平
成
19
年
３
月
31
日
以
前
に
取
得
し
た
減
価

償
却
資
産
に
資
本
的
支
出
を
行
っ
た
場
合
は
、
特
例
と

し
て
そ
の
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
に
資
本
的
支
出

の
金
額
を
加
算
す
る
こ
と
が
出
来
ま
す
。 

減
価
償
却
制
度
改
正
へ 

 

国
税
庁
は
「
平
成
23
年
12
月
改
正 

法
人
の
減
価
償
却
制
度

の
改
正
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
」
を
公
表
し
ま
し
た
。 

 

減
価
償
却
費
に
つ
い
て
は
、
財
界
の
要
望
を
受
け
て
、
平
成

19
年
に
減
価
償
却
率
を
早
い
段
階
で
経
費
化
で
き
る
制
度
を

導
入
し
ま
し
た
が
、
財
源
確
保
た
め
、
率
を
下
げ
て
２
０
０
％

に
改
定
し
ま
し
た
。 

 

具
体
的
に
は
平
成
24
年
４
月
１
日
以
後
に
取
得
す
る
減
価

償
却
資
産
に
つ
い
て
定
額
法
の
償
却
率
を
２
・
５
倍
（
２
５

０
％
定
率
法
）
し
た
償
却
率
が
２
倍
（
２
０
０
％
定
率
法
）
に

引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。
（
図
１
参
照
） 

 

適
用
時
期
は
、
個
人
は
平
成
24
年
、
法
人
は
平
成
24
年
４
月

１
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
で
す
。 

 

た
だ
し
、
そ
の
事
業
年
度
終
了
の
日
ま
で
に
取
得
し
た
減
価

償
却
資
産
は
３
月
31
日
以
前
に
取
得
し
た
も
の
と
み
な
し
て
、
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保
険
料
率
が
改
定
さ
れ
ま
す 

 

「
雇
用
保
険
料
率
」
が
平
成
24
年
４
月
１
日
か
ら
引
き

 

エ
コ
カ
ー
補
助
金
が
復
活 

 

エ
コ
カ
ー
補
助
金
の
申
請
受
付
が
平
成
24

年
４
月
２
日
に
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。
一
定
の

環
境
要
件
を
満
た
す
新
車
を
購
入
し
、
１
年

間
使
用
す
る
人
に
補
助
金
が
交
付
さ
れ
ま

す
。 

 

こ
こ
で
い
う
新
車
は
「
平
成
23
年
12
月
20

日
か
ら
平
成
25
年
１
月
31
日
ま
で
に
新
規

登
録
し
た
車
を
指
し
ま
す
。
ト
ラ
ッ
ク
や
バ

ス
も
対
象
に
な
っ
て
い
ま
す
。
補
助
金
額
は
、

【
表
１
】
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

申
請
書
類
一
式
は
、
「
新
車
新
規
登
録
日
」

ま
た
は
「
新
車
新
規
検
査
届
出
日
」
の
翌
月

末
に
、
エ
コ
カ
ー
補
助
金
事
務
局
に
到

着
す
る
よ
う
に
郵
便
・
信
書
便
で
提
出

し
ま
す
。
な
お
、
早
め
に
出
し
て
し
ま

っ
た
場
合
は
「
全
て
返
却
」
と
の
こ
と
。

４
月
２
日
以
降
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。 

申
請
締
切
は
平
成
25
年
２
月
28
日
。

た
だ
し
申
請
総
額
予
算
額
を
超
え
た
場

合
は
募
集
が
終
了
に
な
り
ま
す
。 

今
回
の
予
算
額
は
３
０
０
０
億
円
。 

早
け
れ
ば
夏
頃
に
は
予
算
を
超
え
て

打
ち
切
り
に
な
る
の
で
は
？
と
契
約
前

倒
し
が
急
増
し
て
い
る
よ
う
で
す
が
果

た
し
て
・
・
・
？ 

【表１】 補助金額 

乗用車 
登録車等 10 万円

軽自動車 7 万円

トラック・バス 

小型 20 万円

中型 40 万円

大型 90 万円

が
ん
保
険
の 

全
額
損
金
算
入
見
直
し
へ 

 
 

国
税
庁
は
２
月
29
日
、
全
額
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
て
い
る
法
人
契
約

の
が
ん
保
険
（
終
身
保
障
タ
イ
プ
）
の
改
正
案
を
公
表
し
、
意
見
公
募
手

続
を
実
施
し
ま
し
た
。（
３
月
29
日
終
了
）
期
間
経
過
後
、
取
り
扱
い
が
見

直
さ
れ
る
予
定
で
す
。
現
行
の
通
達
で
は
、
従
業
員
の
福
利
厚
生
目
的
の

法
人
が
契
約
す
る
終
身
保
障
タ
イ
プ
の
終
身
払
込
が
ん
保
険
の
保
険
料
は

払
込
時
に
全
額
損
金
算
入
す
る
こ
と
が
出
来
ま
す
。 
 

改
正
案
で
は
、
法
人
が
契
約
し
た
が
ん
保
険
の
保
険
料
の
支
払
い
に
つ

い
て
終
身
払
込
の
場
合
は
、
加
入
時
の
年
齢
か
ら
１
０
５
歳
ま
で
の
期
間

を
「
保
険
期
間
」
と
し
ま
す
。
保
険
期
間
開
始
時
か
ら
保
険
期
間
の
50
％

に
相
当
す
る
「
前
払
期
間
」
を
経
過
す
る
（
25
歳
で
契
約
し
た
場
合
は
65

歳
）
ま
で
は
、
支
払
保
険
料
の
う
ち
２
分
の
１
相
当
の
金
額
を
資
産
計
上

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
65
歳
経
過
後
は
支
払
保
険
料
に
加
え
、
そ
れ

ま
で
資
産
計
上
し
た
累
計
額
か
ら
計
算
し
た
金
額
を
資
産
の
累
計
か
ら
取
り
崩

し
て
損
金
算
入
し
ま
す
。 

  

有
期
払
込
も
前
払
期
間
は
２
分
の
１
を
資
産
計
上 

 
 

一
時
払
い
を
含
め
た
有
期
払
込
の
場
合
に
は
「
前
払
期
間
」
と
「
前
払
期
間

経
過
後
の
期
間
」
に
分
け
、
そ
れ
ぞ
れ
①
保
険
料
払
込
期
間
が
終
了
す
る
ま
で

の
期
間
、
②
保
険
料
払
込
期
間
が
終
了
し
た
後
の
期
間
の
処
理
を
整
理
し
ま
す
。

基
本
的
に
は
終
身
払
込
の
考
え
方
と
同
じ
で
す
が
、
前
払
期
間
に
お
い
て
は
当

期
保
険
料
を
求
め
ま
す
。 

 

当
期
分
保
険
料
の
２
分
の
１
と
当
期
保
険
料
を
超
え
る
金
額
を
資
産
に
計
上

し
、
残
り
の
２
分
の
１
を
損
金
に
算
入
し
ま
す
。 

 

そ
し
て
払
込
期
間
終
了
後
の
期
間
は
資
産
計
上
額
か
ら
計
算
式
に
よ
っ
て
一

定
額
を
取
り
崩
し
て
損
金
に
算
入
す
る
処
理
を
示
し
て
い
ま
す
。 

 

【雇用保険料率】 

  
  

変更前 変更後 
雇用 

保険料率 
労働者
負担 

事業主 
負担 

雇用 
保険料率

労働者
負担 

事業主 
負担 

一般の
事業 

15.5/1000 6/1000 9.5/1000 13.5/1000 5/1000 8.5/1000

建設の
事業 

18.5/1000 7/1000 11.5/1000 16.5/1000 6/1000 10.5/1000

【健康保険料及び介護保険料率】

（大阪府） 

  変更前 変更後 

健康保険 9.56% 10.06% 

介護保険 1.51% 1.55% 

計 11.07% 11.61% 

下
げ
ら
れ
ま
す
。 

 

「
健
康
保
険
料
率
」
及
び
「
介

護
保
険
料
率
」
は
、
平
成
24
年
３

月
分
保
険
料
（
４
月
納
付
分
）
か

ら
引
き
上

げ
ら
れ
ま

す
。 
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Ａ 

上
場
株
式
の
配
当
は
所
得
が
１
０
０
０
万
円
以
下
の
場
合
、
配
当
額
の
10
％

が
配
当
税
額
控
除
の
対
象
と
な
り
、
さ
ら
に
源
泉
所
得
税
額
（
国
税
７
％
、
住

民
税
３
％
）
が
還
付
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。 

 
 

ま
た
、
上
場
株
式
の
売
買
で
損
失
が
あ
る
場
合
、
そ
の
損
失
と
配
当
を
通
算
す
る
こ
と

が
で
き
、
そ
ち
ら
で
も
源
泉
所
得
税
還
付
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。 

 
 

た
だ
し
、
注
意
す
べ
き
点
は
健
康
保
険
の
負
担
の
増
加
で
す
。 

  

意
外
に
高
い
国
保
料
！ 

 
 

 

枚
方
市
の
場
合
、
医
療
分
保
険
料
６
・
88
％
、
後
期
高
齢
者
支
援
均
分
保
険
料
２
・

29
％
、
64
歳
ま
で
な
ら
介
護
保
険
料
２
・
14
％
と
、
あ
わ
せ
て
11
・
31
％
か
か
り
ま
す
。 

 
 

 

後
期
高
齢
者
の
場
合
、
９
・
34
％
。
得
か
損
か
、
微
妙
な
と
こ
ろ
で
す
。 

上
場
会
社
か
ら
配
当
が
あ
っ
た
場
合 

Ｑ 

わ
た
し
は
年
金
所
得
者
で
す
。
も
っ
て
い
る
株
式
の
配
当
が
あ
り
ま
し
た
。

確
定
申
告
す
る
と
配
当
控
除
が
で
き
て
税
金
が
返
っ
て
く
る
そ
う
で
す

が
、
今
か
ら
で
も
申
告
で
き
ま
す
か
？ 

Q&A
コーナー

長
年
の
経
験
と
確
か
な
技
術 

 

生
駒
産
業
さ
ん
は
本
社
を
東
大
阪
市
に
構
え
、
今
年
の
４
月
で
創
業
25

年
を
迎
え
ま
す
。 

  
塗
装
ブ
ー
ス
を
専
門
に
清
掃
す
る
プ
ロ 

 

工
場
の
塗
装
ブ
ー
ス
は
、
塗
装
液
が
床
、
壁
に
厚
く
付
着
し
て
い
き
ま
す
。

厄
介
な
付
着
塗
装
の
清
掃
は
健
康
に
悪
く
、
な
に
よ
り
清
掃
が
大
変
で
す
。

塗
料
清
掃
の
プ
ロ
で
あ
る
生
駒
産
業
さ
ん
は
独
自
の
技
術
で
清
掃
し
、
工
場

の
職
場
環
境
を
快
適
に
戻
し
て
く
れ
ま
す
。 

 

清
掃
で
出
た
産
業
廃
棄
物
の
処
理
ま
で
、
す
べ
て

を
お
任
せ
で
き
ま
す
。 

 

営
業
エ
リ
ア
は
関
西
全
域
に
含
め
、
三
重
県
、
愛

知
県
な
ど
遠
方
の
産
廃
許
可
も
取
得
し
て
い
ま
す
。

 

職
場
が
綺
麗
に
な
る
と
集
中
力
の
増
加
な
ど
に

繋
が
り
ま
す
。 

うちのお客様です 工場に付着した塗料清掃のプロ企業 

 

汚
れ
や
す
い
塗

装
ブ
ー
ス
だ
か
ら

こ
そ
、
定
期
的
な
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
が
作

業
効
率
ア
ッ
プ
に

繋
が
る
と
社
長
は

考
え
て
い
ま
す
。 

株式会社 生駒産業  
http://www.ikomasangyo.co.jp/ 
【お問い合わせ】 
  ０７２－８７１－９５７８ 
  eigyo@ikomasangyo.co.jp 
 578-0901 東大阪市加納 5-13-21 
 
【営業エリア】 
関西を中心に中京圏から中国地方まで
対応 

事例 
○ 配当所得 ５万円 
○ 最低税率が適用される年金所得が 
  ある場合 
【計算】 
配当所得に対する税額 
 ５万円×５％(国税)＝2,500 円① 
    ×10％(地方税)＝5,000 円Ａ 
配当税額控除 
 5 万円×10％(国税)＝5,000 円② 
 5 万円×2.8％(地方税)＝1,400 円Ｂ 
源泉税額 
 5 万円×7％＝3,500 円③ 
 5 万円×3％＝1,500 円Ｃ 
国税 ①－②－③＝△6,000 円 
地方税 Ａ－Ｂ－Ｃ＝2,100 円 
 トータル△3,900 円、申告で安くなっ

たと思ったら・・・ 
 
国保所得割 5万円×11.31％＝5,655円

 トータルで 1,755 円増額 


